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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第132期

第２四半期連結
累計期間

第133期
第２四半期連結

累計期間
第132期

会計期間

自　平成24年
４月１日

至　平成24年
９月30日

自　平成25年
４月１日

至　平成25年
９月30日

自　平成24年
４月１日

至　平成25年
３月31日

売上高 （百万円） 19,155 17,814 45,974

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △884 △721 1,389

四半期純損失（△）又は当期純利益 （百万円） △873 △446 943

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △525 478 2,346

純資産額 （百万円） 30,973 33,869 33,602

総資産額 （百万円） 58,489 63,784 68,232

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額
（円） △31.12 △15.90 33.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － 33.54

自己資本比率 （％） 52.0 51.7 48.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △50 737 3,513

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,153 △5,431 △3,966

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 579 △275 4,356

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 6,952 7,311 11,962

　

回次
第132期

第２四半期連結
会計期間

第133期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自　平成24年
７月１日

至　平成24年
９月30日

自　平成25年
７月１日

至　平成25年
９月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △3.48 △7.46

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第133期第２四半期連結累計期間及び第132期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、次のとおりです。　

　

前連結会計年度まで非連結子会社でありました、Torishima (USA) Corporation は当第２四半期連結累計期間

において重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

なお、Torishima (USA) Corporation は、当社の特定子会社に該当いたします。

また、第２四半期連結累計期間において、Fluid Equipment Development Company,LLC 及びFluid Equipment

Development Company,LLC Realestate の出資持分を新たに取得したため、持分法適用の範囲に含めておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(1）経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間の売上高は、17,814百万円（前年同期比1,340百万円減少）を計上いたしました。利

益面については、当第２四半期連結累計期間の営業損失は901百万円（前年同四半期は営業損失1,039百万円）とな

り、売上高営業利益率は△5.1％となりました。

　経常損失は、営業外収益として為替差益203百万円の計上などにより、721百万円（前年同四半期は経常損失884

百万円）となり、売上高経常利益率は△4.1％となりました。

　四半期純損失は、投資有価証券売却益30百万円の計上などにより、446百万円（前年同四半期は四半期純損失873

百万円）となり、売上高四半期純利益率は△2.5％となりました。なお、１株当たり四半期純損失金額は15.90円と

なりました。

　

(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ4,448百万円減少し、

63,784百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少（前連結会計年度末比5,585百万円減少）な

どによるものであります。　

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ4,716百万円減少し、29,914百万円となりました。これは主に、

支払手形及び買掛金の減少（前連結会計年度末比5,008百万円減少）などによるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ267百万円増加し、33,869百万円となりました。これは主に、

その他有価証券評価差額金や為替換算調整勘定などのその他の包括利益累計額の増加（前連結会計年度末比729百

万円増加）などによるものであります。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

4,651百万円減少し、7,311百万円となりました。

　

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は737百万円（前年同四半期は50百万円の減少）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純損失711百万円及び仕入債務の減少5,195百万円などの資金の減少がありましたが、売上債権の減少

6,097百万円及び前受金の増加385百万円などの資金の増加があったことによるものであります。　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は5,431百万円（前年同四半期は1,153百万円の減少）となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出1,502百万円及び投資有価証券の取得による支出3,697百万円並びに無形固定資産の取

得による支出461百万円などの資金の減少があったことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は275百万円（前年同四半期は579百万円の増加）となりました。これは主に、短期借

入金の純増加915百万円及び長期借入による収入654百万円の資金の増加がありましたが、長期借入金の返済による

支出1,526百万円及び配当金の支払252百万円などの資金の減少があったことによるものであります。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

① 基本方針の内容 

　当社は、株式を上場している者として、市場における当社株式等の自由な取引を尊重し、特定の者による当社

株式等の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するもので

ある限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式等の大規模買付提案に応じるかど

うかは株主の皆様の決定に委ねられるべきと考えています。

　ただし、株式等の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることがで

きない可能性があるなど、当社グループの企業価値及び株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要

な情報が十分に提供されないものもありえます。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式等の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。

　

② 基本方針の実現のための取組みについて 

　当社は、明らかに当社グループの企業価値あるいは株主の皆様の利益を害すると判断される買収行為に対して

は、第127回定時株主総会におきまして、以下の取組み（事前警告型買収防衛策）（以下「本プラン」といいま

す。）を行うことを決議し、第130回定時株主総会において継続することを決議しております。

　(a)　本プランは、以下の（ⅰ）または（ⅱ）に該当する当社株式の買付け、またはこれに類似する行為（ただ

し、当社取締役会が承認したものを除きます。係る行為を、以下「大規模買付等」といいます。）がなされる場

合を適用対象とします。大規模買付等を行い、または行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、予

め本プランに定められる手続きに従わなければならないものとします。

（ⅰ）当社が発行者である株式等について、保有者の株式保有割合が20％以上となる買付け

（ⅱ）当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式所有割合及びその特別関係者の株式

等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　(b)　買付者等におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模

買付行為に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」とい

います。）を当社の定める書式により提出していただきます。

　(c)　上記(b)の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、当社に対して、大規模買

付等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）を提供して

いただきます。

　なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付行為の提案がなされた事実については適切に開示し、提案の

概要及び本必要情報の概要その他に関する情報のうち株主の皆様のご判断に必要であると認められる情報がある

場合には、適切と判断する時点で開示いたします。

　また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提案が十分になされたと認めた場合には、その旨を買付

者等に通知（以下「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨を開示いたします。
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　(d)　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付行為の評価の難易度等に応じて、当社取締役会

による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）を

設定します。

　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等

から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の観点か

ら、買付者等による大規模買付行為の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会は、これらの検討等を通

じて、大規模買付行為に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、

適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付行

為に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主及び投資家の皆様に代替案を提示する

こともあります。　

　(e)　当社取締役会は、上記(d)の検討等の後、以下の手続きに従い、対抗措置の発動の是非について決議を行うも

のとします。

（ⅰ）買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合、若しくは買付者等による大規模買付行為が当

社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合

　当社取締役会は、買付者等が上記(b)から(d)までに規定する手続きを遵守しなかった場合、若しくは、買付者

等による大規模買付等が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合には、対抗措

置の発動の決議を行うものとします。

（ⅱ）買付者等による大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を損なうおそれがある場合　

　当社取締役会は、上記（ⅰ）に該当しない場合であっても、買付者等による大規模買付行為が当社の企業価値

及び株主共同の利益を損なうおそれがあるものと認められる場合であって、対抗措置の発動決議を行うことが相

当と認められる場合には、対抗措置の内容及びその発動の賛否に関し、株主の皆様の意思を確認するために下記

(f)に定める手続きを行うものとします。

（ⅲ）買付者等による大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を損なうものではないと認められる

場合

　当社取締役会は上記（ⅰ）及び（ⅱ）に定める場合を除き、対抗措置の不発動の決議を行うものとします。

　当社取締役会は、上記（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ）の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発

動であるかを問わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を

行います。

　(f)　当社取締役会は、上記(e)（ⅱ）に該当する場合、株主意思の確認手続きとして、株主意思確認総会における

株主投票、または書面投票のいずれかを選択し実施するものとします。株主意思確認総会は、定時株主総会また

は臨時株主総会とあわせて開催する場合もあります。

　当社取締役会は、投票基準日確定までに、株主意思確認総会または書面投票のいずれによって株主意思の確認

を行うのかを決定するものとし、決定内容を速やかに情報開示いたします。また、当社取締役会は、株主意思確

認総会または書面投票を実施した場合には、投票結果その他当社取締役会が適切と判断する事項について速やか

に情報開示を行います。

　(g)　当社取締役会が上記(e)の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後、または発動後においても、(ⅰ)買付者

等が大規模買付等を中止した場合、または(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変

動が生じ、かつ当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当でないと認

められる状況に至った場合には、当社取締役会は、対抗措置の中止または発動の停止を行うものとします。

　当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事

項について情報開示を行います。

　(h)　大規模買付等の開始時期

　買付者等は、上記(a)から(f)までに規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発動、

または不発動の決議がなされるまでは大規模買付行為を開始することはできないものとします。
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　(i)　本プランにおける対抗措置の具体的内容

　当社取締役会が上記(e)に記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、原則として新株予約権（以下「本

新株予約権」といいます。）の無償割当てを行うこととします。ただし、会社法その他の法令及び当社の定款上

認められるその他の対抗措置を発動することが適当と判断される場合には、当該その他の対抗措置を用いること

もあります。

　当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後、または発動後においても、上記(g)に記載の通り、対抗措置

の中止または発動の停止を決定することがあります。

　(j)　本プランの有効期間、廃止及び変更

　本プランの有効期間は、平成23年６月29日の定時株主総会決議の日から、平成26年６月開催予定の定時株主総

会終結の時までの３年間とします。

　ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなさ

れた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとします。また、当社の株主

総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはそ

の時点で廃止されるものとします。

　なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更またはこ

れらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で、本プランを修

正し、または変更する場合があります。

　当社は、本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更

の内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を行います。　

　

③ 具体的な取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　(a)　当社取締役会は上記②の取組みは上記①の基本方針に沿ったものであり、買付者等が本プランに定められた

手続きに従うことなく大規模買付等がなされた場合を除き、買付者等による大規模買付等に対する対抗措置の発

動について株主の意思を直接確認するものであることから株主共同の利益を損なうものではないと判断します。

　(b)　当社取締役会は上記②の取組みは合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定

されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保していることから、当社役員の地

位の維持を目的とするものではないと判断します。

　

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は320百万円であります。

　

(6）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等について、当第２四半期連結累計期間に完成した

ものは以下のとおりであります。　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の内容 設備の内容 完了年月

提出会社　 大阪府高槻市　

ポンプ事業　　

新エネルギー・

環境事業

基幹システム 平成25年６月　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,889,079 29,889,079
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 29,889,079 29,889,079 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成25年７月12日

新株予約権の数（個） 319

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 31,900

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １

新株予約権の行使期間 平成25年７月19日から平成55年７月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）

発行価格     872
資本組入額   436

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、当社の取締役は取締役、監査役は監査役
のそれぞれの地位を喪失した日の翌日から10日を経過する
日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとしま
す。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも
のとします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成25年７月１日～

平成25年９月30日
― 29,889,079 ― 1,592 ― 4,610

　　

（６）【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

公益財団法人原田記念財団 佐賀県武雄市若木町川古字道免木9857番地13 2,710 9.0

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,938 6.4

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,286 4.3

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,266 4.2

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,266 4.2

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 730 2.4

株式会社栗本鐵工所 大阪市西区北堀江一丁目12番19号 652 2.1

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 625 2.0

株式会社日阪製作所 大阪市中央区伏見町四丁目２番14号 619 2.0

三精輸送機株式会社 大阪府吹田市江坂町一丁目13番18号 551 1.8

計 － 11,646 38.9

（注）１　公益財団法人原田記念財団は、水力学、流体力学、流体機械等自然科学の分野で、学術研究、応用に従事し

ている個人または団体に対する助成援助を行う等、わが国の科学技術、学術文化及び教育の向上、地域社会

の発展に寄与することを目的とする公益法人であります。

２　当社所有の自己株式1,814千株（6.1％）については、議決権を有していないため上記の大株主から除外して

おります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  1,814,700
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  28,043,100 280,431 ―

単元未満株式 普通株式     31,279 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 29,889,079 ― ―

総株主の議決権 ― 280,431 ―

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式57株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数

（株）

他人名義所有
株式数

（株）

所有株式数の
合計

（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社酉島製作所

大阪府高槻市

宮田町一丁目１番８号
1,814,700 ― 1,814,700 6.1

計 ― 1,814,700 ― 1,814,700 6.1

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,962 7,311

受取手形及び売掛金 24,260 18,674

有価証券 － 700

商品及び製品 250 502

仕掛品 4,711 5,495

原材料及び貯蔵品 1,795 1,604

前渡金 582 677

繰延税金資産 749 1,196

その他 1,495 805

貸倒引当金 △113 △135

流動資産合計 45,693 36,832

固定資産

有形固定資産 9,844 11,195

無形固定資産 2,044 2,375

投資その他の資産

投資有価証券 9,069 12,372

その他 1,757 1,270

貸倒引当金 △176 △262

投資その他の資産合計 10,650 13,380

固定資産合計 22,539 26,952

資産合計 68,232 63,784
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,014 7,006

短期借入金 5,410 4,909

未払法人税等 126 88

前受金 2,452 2,991

賞与引当金 602 801

製品保証引当金 412 309

工事損失引当金 217 136

その他 3,368 2,965

流動負債合計 24,606 19,208

固定負債

長期借入金 7,671 8,312

退職給付引当金 1,794 1,764

役員退職慰労引当金 11 12

その他 547 616

固定負債合計 10,024 10,705

負債合計 34,630 29,914

純資産の部

株主資本

資本金 1,592 1,592

資本剰余金 7,813 7,822

利益剰余金 23,951 23,279

自己株式 △968 △961

株主資本合計 32,389 31,733

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 903 1,202

繰延ヘッジ損益 △285 △246

為替換算調整勘定 △104 286

その他の包括利益累計額合計 513 1,242

新株予約権 90 87

少数株主持分 607 806

純資産合計 33,602 33,869

負債純資産合計 68,232 63,784
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 19,155 17,814

売上原価 16,460 14,453

売上総利益 2,694 3,361

販売費及び一般管理費
※1 3,734 ※1 4,263

営業損失（△） △1,039 △901

営業外収益

受取利息 28 29

受取配当金 83 91

為替差益 － 203

持分法による投資利益 41 26

受取賃貸料 34 34

貸倒引当金戻入額 109 －

その他 139 57

営業外収益合計 436 443

営業外費用

支払利息 53 55

為替差損 145 －

貸倒引当金繰入額 － 85

その他 82 122

営業外費用合計 281 263

経常損失（△） △884 △721

特別利益

投資有価証券売却益 － 30

特別利益合計 － 30

特別損失

投資有価証券売却損 － 4

投資有価証券評価損 647 －

関係会社株式売却損 － 14

特別損失合計 647 19

税金等調整前四半期純損失（△） △1,532 △711

法人税等 △655 △382

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △876 △328

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 118

四半期純損失（△） △873 △446
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △876 △328

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7 299

繰延ヘッジ損益 273 39

為替換算調整勘定 87 465

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 2

その他の包括利益合計 350 807

四半期包括利益 △525 478

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △517 282

少数株主に係る四半期包括利益 △8 196
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,532 △711

減価償却費 553 738

賞与引当金の増減額（△は減少） 30 198

製品保証引当金の増減額（△は減少） △498 △102

工事損失引当金の増減額（△は減少） 127 △81

貸倒引当金の増減額（△は減少） △118 106

受取利息及び受取配当金 △111 △121

支払利息 53 55

投資有価証券売却損益（△は益） － △25

投資有価証券評価損益（△は益） 647 －

関係会社株式売却損益（△は益） － 14

売上債権の増減額（△は増加） 2,177 6,097

たな卸資産の増減額（△は増加） △200 △836

仕入債務の増減額（△は減少） △1,623 △5,195

前受金の増減額（△は減少） 562 385

その他 △375 174

小計 △310 696

利息及び配当金の受取額 103 180

利息の支払額 △48 △62

法人税等の支払額 △55 △136

法人税等の還付額 258 59

営業活動によるキャッシュ・フロー △50 737

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △676 △1,502

有形固定資産の売却による収入 0 2

投資有価証券の取得による支出 △130 △3,697

投資有価証券の売却による収入 2 148

無形固定資産の取得による支出 △329 △461

貸付けによる支出 △76 △37

貸付金の回収による収入 12 64

その他 45 52

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,153 △5,431

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 782 915

長期借入れによる収入 1,000 654

長期借入金の返済による支出 △929 △1,526

配当金の支払額 △251 △252

その他 △22 △66

財務活動によるキャッシュ・フロー 579 △275

現金及び現金同等物に係る換算差額 46 141

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △578 △4,827

現金及び現金同等物の期首残高 7,521 11,962

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 8 176

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 6,952 ※1 7,311
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1）連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度まで非連結子会社でありました、Torishima Pumps (India) Private Ltd、Torishima

Service Solutions Asia、Torishima (USA) Corporation及びTorishima Australia Pty,Ltdの４社は重要性が

増したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　

(2）持分法適用の範囲の重要な変更

　　第１四半期連結会計期間において、Fluid Equipment Development Company,LLC及びFluid Equipment

Development Company,LLC Realestateの出資持分を新たに取得したため、持分法適用の範囲に含めておりま

す。

　　　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、見積実効税率を使用できない場合は、法定実効税率を使用しております。

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

従業員給料及び手当 1,276百万円 1,460百万円

賞与引当金繰入額 280 297

退職給付費用 65 67

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 6,952百万円 7,311百万円

現金及び現金同等物 6,952 7,311

 

EDINET提出書類

株式会社酉島製作所(E01636)

四半期報告書

17/22



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月18日

取締役会
普通株式 252 9 平成24年３月31日 平成24年６月６日 利益剰余金

　

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月８日

取締役会
普通株式 252 9 平成24年９月30日 平成24年12月６日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月16日

取締役会
普通株式 252 9 平成25年３月31日 平成25年６月５日 利益剰余金

　

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月13日

取締役会
普通株式 252 9 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　当社グループは、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「ポンプ事業」の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。　

　　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　当社グループは、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「ポンプ事業」の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。　

　　

EDINET提出書類

株式会社酉島製作所(E01636)

四半期報告書

18/22



（有価証券関係）

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

　

前連結会計年度末（平成25年３月31日）

その他有価証券

　 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

(1)　株式 5,475 6,770 1,295

(2)　債券 　 　 　

　　　国債・地方債等 － － －

　　　社債 700 700 －

　　　その他 － － －

(3)　その他 － － －

合計 6,175 7,470 1,295

　

当第２四半期連結会計期間末（平成25年９月30日）

その他有価証券

　 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1)　株式 5,352 7,238 1,885

(2)　債券 　 　 　

　　　国債・地方債等 － － －

　　　社債 700 700 －

　　　その他 － － －

(3)　その他 － － －

合計 6,052 7,938 1,885
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △31円12銭 △15円90銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（百万円） △873 △446

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（百万円）
△873 △446

普通株式の期中平均株式数（株） 28,053,582 28,068,587

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）　当第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

　

２【その他】

　平成25年11月13日開催の取締役会において、第133期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）の中間配

当を当社定款第45条の規定に基づき、次のとおり行うことを決議いたしました。

(1）配当金の総額………………………………………252百万円

(2）１株当たりの金額…………………………………9円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年12月９日　

（注）　平成25年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　

　

　 平成25年11月11日

株式会社酉島製作所

　取締役会　御中　

　

　 有限責任監査法人トーマツ　

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 松尾　政治　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 甲斐　祐二　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社酉島製

作所の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社酉島製作所及び連結子会社の平成25年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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